
　２０１２年は、今後の我が国における原子力発
電の方向性を決める重要な年である。原子力
を含むエネルギー基本計画、核燃料サイク
ル、技術開発計画、等の主要な原子力政策に
関わる再検討の結果が出され、新しい原子力
安全規制の体制がスタートする。言うまでも
なく、原子力に対する国民の不安感や不信感
はピークにあり、我々原子力技術者は、新政
策に沿いつつ、原子力技術の改善に努め国民
の信頼を取り戻すことが必要である。また、
原子力のリスクを一層低減するための「本物
の専門性」が、従来以上に必要とされること
を肝に銘じるべきである。
　さて、危機管理やリスクマネージメントに
弱いと言われる我が国であるが、世論や政治
が、顕在化したリスクの回避に過剰に走り過
ぎて、他の潜在的リスクに対する意識が希薄
になる傾向に対しては、注意が必要である。
例えば、減原子力を目指すとしてもエネル
ギー安全保障上脆弱な供給構成に偏ってしま
うリスク、放射性汚染物への不安が故にその

貯蔵や処分が遅れてしまうリスク、等であ
る。現状の放射線安全に関する社会的混乱
は、無理からぬものとはいえ、それが故に放
射性物質や放射性廃棄物に対してとるべき安
全対策を遅らせたり躊躇したりすることは、
市民や次世代へのリスクをかえって高めるこ
とになる。汚染土壌や除染廃棄物の適切な処
置、原子炉の廃止措置、使用済燃料管理、研
究施設等廃棄物管理等、原子力のバックエン
ドに関わる多くの課題がこのケースに当ては
まる。
　我々は、「社会全体へのリスクを、長期的視
点を含めて最小化する」という本来の意義を
再認識し、バックエンド関連事業への取組を
怠ってはならない。大切なことは、社会の不
安に真摯に向き合うこと、住民などのステー
クホールダーとの情報の共有、そして、取組
の真剣さではないか。������には、緊急
的に重要な福島の事故後修復への取組と並行
して、原子力のバックエンドへの着実な取組
みを期待したい。

Feb.2012  No.90

京都大学原子炉実験所
教授　山名　　元

原子力バックエンド関連事業への真剣な取組みを



ＲＡＮＤＥＣニュース目次

第��号（����年�月）

���　原子力バックエンド関連事業への真剣な取組みを
京都大学原子炉実験所

教授　山名　　元

第２３回報告と講演の会の開催��………………………………………………………………………�１
総 務 部

������新ホームページの開設��…………………………………………………………………�３
企 画 部

��　放射性物質汚染対処特措法の除染ガイドラインについて�………………………………�４
専務理事　森　　久起

　
�������������	
����
　１．福島第一原子力発電所の事故による環境汚染の修復に係わる支援活動�………………�６

企 画 部
　２．研究所等廃棄物物流システム事業委託調査について�……………………………………�７

物流システム事業準備室　事業計画部
　３．������に於ける公益法人制度改革への取り組み��……………………………………�８

総 務 部

�������	
��
　１．日本原子力研究開発機構の原子力災害ロボット
　　　－福島第一原子力発電所事故の緊急対応とその教訓－�…………………………………�１１

（独）日本原子力研究開発機構　福島技術本部
復旧技術部　川妻　伸二

　２．千代田化工建設株式会社の廃止措置に関する取組み�……………………………………�１４
千代田化工建設株式会社

エネルギー・環境プロジェクト部
部長　堀越　孝一

������
　１．ハンフォードにおける土壌汚染のイメージング技術�……………………………………�１７

パートナーズ・ネットワーク会員　宮本　喜晟
　２．スリーマイルアイランド２号機の廃止措置基金の情報開示請求�………………………�２１

情報管理部　榎戸　裕二
　３．���������	－��－４－原子炉解体で用いられた遠隔操作型ロボット��……………………�２４

東海事務所長　安念　外典
　４．セラフィールドの燃料貯蔵池の廃止措置�…………………………………………………�２９

物流システム事業準備室　設備準備部　秋山　武康
　５．世界の原子力発電所の廃止措置最新情報�…………………………………………………�３３

情報管理部　榎戸　裕二
　　
�������	�……………………………………………………………………………………�３８
�������…………………………………………………………………………………………�３８



－　１　－

第23回報告と講演の会の開催

総　務　部

　当財団は去る１１月２８日（月）に東京都港区赤
坂の三会堂ビル石垣記念ホールにおいて、第
２３回「報告と講演の会」を開催しました。
　当日は天候にも恵まれ、開会時間までに用
意した席がほぼ満席となり盛況に開催するこ
とができました。
　はじめに、主催者を代表して菊池理事長よ
り、３月１１日に発生した東日本大震災で福島
第一原子力発電所事故により、特に今避難さ
れている方々が元の生活に戻れるよう、まず
は福島の状況を収束させるために、関係機関
と民間企業と協力しながら、いろいろな除染
技術の開発を進めること、また、今後も「脱
原発」が叫ばれる状況の中、エネルギー問題
を冷静に考える必要があること、さらに、当
財団は大学・民間から発生した低レベル放射
性廃棄物の物流システム事業準備等に着実に
取り組んでいきたい旨の挨拶がありました。

　続いて、来賓としてご出席いただいた文部
科学省研究開発局原子力課長篠崎資志様から
ご挨拶を頂戴しました。
　引続き特別講演に移り、大変お忙しいにも
かかわらず講演をお引き受け下さった特定非

営利活動法人一橋総合研究所統括責任者鈴木
壮治様から、「グローバルな安全保障秩序と
核の技術とエネルギー」と題してご講演をい
ただきました。

　ご講演では、原子力を含むエネルギー問題
は、安全保障と関連づけて考える必要性が重
要で、特に日本はエネルギー自給率が極端に
低いため、「エネルギーセキュリティーを地
政学的な観点からとらえることが重要だ」と
述べられました。
　休憩の後、当財団の事業報告に移り、はじ
めに泉田事業計画部長より、「研究施設等廃
棄物の物流システム事業開始準備」について
と題し、①平成２０～２２年度の３ケ年の事業化
調査研究の結果を受け当財団が事業主体と
なって物流システム事業を実施することを平
成２３年３月に機関決定したこと、②これまで
の３ケ年の成果や経過の報告、③平成２３～２４
年度の２年間を事業準備期間とし実施する主
な項目の事業計画、設備計画、技術計画及び
管理・運営等、について報告しました。
　続いて、パートナーズネットワーク会員宮

�������	
�

�������	
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坂靖彦氏から、「諸外国の廃止措置経験、���
事故等から学ぶ」と題し、わが国では本格的
な商業用原子力発電所の廃止措置を迎えて、
一層の合理的な廃止措置対策が求められるこ
と、東京電力福島第一発電所の本格的な廃止
措置は１０年先とも言われているが、日本が技
術力を発揮して世界に発信できる挑戦的な仕
事と捉え、既存の技術（経験）、���－２事故
等から十分に学び、技術の組み合わせを考
え，そこから新しい「価値」ある技術を生み
出し、戦略、方針を構築することが重要にな
ること、等を報告しました。
　次に、森専務理事から、東日本大震災及び
東電福島事故以降の財団の活動を総括し、健
康相談ホットライン参加などの啓蒙活動と環

境省環境回復検討会等へのメンバー参画、環
境回復関連の技術開発支援、発電所の事故収
束についての海外情報の収集・広報活動等の
活動状況を報告しました。最後に澁谷企画部
長より閉会の挨拶で平成２３年度の報告と講演
の会を締めくくりました。

　「報告と講演の会」には今回も多数の皆様の
ご参加をいただき、また行き届かない点も多
大あったと思いますが滞りなく会議を開催で
きましたことお礼申し上げます。
　当財団は、公益法人として今後とも皆様の
お役に立てるよう、積極的に活動を続けて参
ります。ご支援とご協力をお願いいたします。

�������	
�����
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RANDEC新ホームページの開設

企 画 部

　������では、物流システム事業準備室
の設置を契機に、皆様に長年ご愛顧いただい
たホームページ（��）をより身近に使ってい
ただけるよう更新作業を進めてきました。昨
年１１月２８日の「報告と講演の会」の日に準備
が整い、翌２９日に新��開設の運びとなりま
した。更新の概要は以下の通りです。
①全面的にデザインを一新
　原子力と自然の調和をモチーフとして、
緑色と空色を基調に木の葉の図案を取り入
れました。
②�「物流システム事業」ページを更新
　階層化を図り、閲覧者がよりアクセスし
易い構成にしました。５枚の木の葉は「発
生」「集荷」「保管」「処理」「埋設」の各ス
テップを象徴しています。

　なお、廃棄物の発生事業者間における情
報の共有化を図るため、発生事業者向けの
専用ページを建設中です。
③�「������の出版物」コーナーの充実
　わが国唯一の原子力施設の廃止措置に特
化した論文誌「デコミッショニング技報」、
世界の廃止措置の動向や実績、技術開発な
どに関する情報をいち早く発信する
「������ニュース」を掲載し、すべての
バックナンバーを閲覧可能にしました。
　新��は、広範な廃止措置と廃棄物処理処
分の分野の情報源として、皆様にこれまでに
増してご活用いただければ幸いです。更なる
ご愛顧をお願いいたします。
　������のホームページはこちらでご覧
いただけます。�����������	
�����	����

��������	
��
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専務理事　森　　久起

解説　放射性物質汚染対処特措法の除染ガイドラインについて

　「平成２３年３月１１日に発生した東北地方太
平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により
放出された放射性物質による環境の汚染への
対処に関する特別措置法（以下「放射性物質
汚染対処特措法」という）」が平成２３年８月３０
日に公布された後、４ヶ月間という短期間
で、基本方針や政令・省令が定められ、平成
２４年１月１日より本格施行された。
　放射性物質汚染対処特措法は、事故により
環境へ放出された放射性物質（現段階では主
にセシウム１３４及び１３７）に汚染された土壌等
の除染や瓦礫等の取扱を目的に、福島県、岩
手県、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼
玉県、千葉県の８県を対象として、国が除染
を行う警戒区域及び計画的避難区域の１１市町
村、自治体が除染を行う１０２市町村に適用さ
れる法律である。
　環境省では、自治体が除染を行う際の「道
しるべ」として、除染ガイドラインを作成し
た。当財団の森専務理事が作業部会主査とし
て参画して短期間で作り上げた。
　除染ガイドラインは４部で構成されてお
り、平成２３年１２月１４日に公表された。
　「汚染状況重点調査地域内における環境の
汚染状況の測定方法に係るガイドライン」は
１０２市町村が除染対象地域を決め、除染実施
計画を策定するための基本となる測定方法を
示したものである。除染の具体的な実施のた
めに、「除染等の措置に係るガイドライン」、
「除去土壌の収集・運搬に係るガイドライン」、
「除去土壌の保管に係るガイドライン」が用意
された。
　放射性物質が広範囲に拡散したことは、わ
が国は勿論のこと、世界的にもチェルノブイ

リ事故などの数例を除いては経験が無く、ま
た、炉心そのものが吹き飛んだチェルノブイ
リの経験を参考にはできるものの、国土が違
う福島事故の特徴を踏まえた除染を実施する
ことが肝要であり、除染ガイドラインはこれ
までの知見を反映しながら、効率的・効果的
な除染方法を示している。また、除染を実施
しながら得られる知見を適時ガイドラインへ
反映していくことを前提に作成されている。
　保管に関しては、除染を実施する現場保管
と地域・コミュニティ毎の仮置場での保管に
ついてガイドラインが示されており、中間貯
蔵施設については含まれていない。
　巻末の表に放射性物質汚染対処特措法の体
系を示す。
　地震及び津波被害にあった廃棄物及び下水
処理汚泥・一般廃棄物焼却灰で放射性物質を
含む物の取扱に関しては廃棄物関係ガイドラ
インに示されている。
　土壌除染等に特化した放射線管理に関する
規定として、厚生労働省は新たに、「東日本大
震災により生じた放射性物質により汚染され
た土壌等を除染するための業務等に係る電離
放射線障害防止規則」を定めた。これを従来
の電離則と区別して「除染電離則」と呼ばれ
ている。
　環境省及び厚生労働省は新たに整備された
法律等を土壌除染等に従事する者に周知徹底
するために全国規模の説明・講習会を催して
いる。当財団は、環境省が行う講習事業を
行っている（財）日本環境衛生センターに協力
して、放射線基礎、除染電離則及び除染ガイ
ドラインを説明する講師（澁谷企画部長他）
の派遣を行っている。写真は平成２３年１２月２７
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日にベルサール飯田橋ファースト（東京）で
行われた除染等業務講習会（約５００名参加）に
て安念東海事務所長が講演をしている様子で
ある。
　除染活動が本格化する中で、ボランティア
を含めて土壌除染を行う者が除染電離則を守
りながら除染ガイドラインを使いこなしてい

ただき、ご意見を環境省へ寄せていただくこ
とを願うものである。

　なお、「除染関係ガイドライン」の全文は下
記のアドレスからダウンロードできます。
（�����������	
�������
� �������������	�
�����������）

�������	
������������

��������	�
�����������

�������	
�����

放射性物放射性物質汚染質汚染 
対処特別措置法対処特別措置法 
（H23.8.30)23.8.30)

基本基本方針（方針（H23.11.1123.11.11）

政令（政令（H23.12.14)23.12.14)

関係原子力事業者協力措置係原子力事業者協力措置省令（省令（H23.8.30)23.8.30)

特措法措法施行規則（H2323.12.14)14)

汚染廃棄物対汚染廃棄物対策地域指定要件省令（策地域指定要件省令（H23.12.14)23.12.14)

除染除染関係関係ガイドライン（ガイドライン（H23.23.12.12.14)14)

廃棄物廃棄物関係関係ガイドライン（ガイドライン（H23.23.12.27)12.27)

除染除染実施実施区域の除染区域の除染実施者を定実施者を定めるめる省令（省令（H24.1.1)24.1.1)

労働安労働安全衛全衛生法生法 除染電離則（除染電離則（H24.1.1)24.1.1)
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RANDECの事業・活動に関する近況報告

企　画　部

���������	
���������������������

　財団法人原子力研究バックエンド推進セン
ター（������）では、昨年の福島第一原子
力発電所の事故による原子力災害にあたっ
て、原子力開発に携わっている一機関とし
て、その発生当初より、国による災害対策活
動の支援などを行ってきました。
　健康ホットライン（文部科学省）への参加
や汚染環境の修復に向けた提案、関連する情
報の収集と発信をはじめ、国や自治体、大学
等研究機関そして民間産業界が総力を挙げて
進める除染と廃棄物の処理処分事業への参
画・技術支援、放射線計測や放射線防護など
に関する技術支援など、������がこれま
で培ってきた知見と経験を基に一丸となって
取り組んでいます。
　昨年後半には「原子力災害対策特別措置法」
に基づき、環境回復に向けた緊急的な除染事
業として、国および自治体による除染モデル
実証事業、除染技術実証試験事業などが開始
されました。さらに、除染事業の本格化にあ
たって、「平成２３年３月１１日に発生した東北
地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故
による放射性物質による環境の汚染への対処
に関する特別措置法」（放射性物質汚染対処特
措法）、「東日本大震災により生じた放射性物
質により汚染された土壌等を除染するための
業務等に係る電離放射線障害防止規則」（除染
電離則）が制定・公布され、復興に係わる除
染等の事業を行うための法的根拠が整備され
るとともに、安全を確保しつつ効率的かつ効

果的に作業を実施するための指針となる「除
染関係ガイドライン」「廃棄物関係ガイドライ
ン」などが策定されました。
　このような環境回復に向けての状況の進展
において、������では上記ガイドライン
の作成への参画、自治体での汚泥や焼却灰の
処理等への技術支援の拡大、除染のモデル事
業や技術実証試験への共同参画・支援、特措
法や除染電離則、各ガイドラインに関する教
育や講習等の啓蒙活動への参画など、その活
動の範囲を広げています。特に、汚染した土
壌等の除染・処理技術に関しては、亜臨界水
を用いた処理（���、東工大）、ワンダーエ
クセレント工法による処理（ロート製薬、ゼ
ネラック、���等）、道路舗装面のブラスト除
染（マコー）、黒石骨材を用いた遮へいコンク
リート容器の開発（篤美）などにおいて、除
染モデル事業や除染技術実証試験に共同参
画・支援を行っている一方、これらの技術が
自治体等での汚泥や焼却灰などの除染・処理
に適用できるかどうかの検討も進めています。
　これらの活動を通じて������は、避難
されている方々が一日でも早く帰宅でき安心
した生活が送られるよう、今後とも微力なが
ら環境の修復に取り組んで参ります。また、
環境回復事業はわが国が経験したことのない
大きな事業でありかつ時間との戦いでもあ
り、わが国の総力を結集しなければならず、
その環境づくりにも貢献していきたいと思い
ます。



－　７　－

物流システム事業準備室
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　平成２３年９月から１１月にかけて、大学・民
間等の発生事業者のご協力をいただき、物流
システム事業の対象廃棄物を明確化し、施設
設計、事業計画及び廃棄物輸送等の業務計画
を詳細・確実にすること及び事業開始にあ
たっての資金計画・調達等のバックデータを
得るために、核燃料使用施設約１１３事業所を
対象に輸送・処理委託意思の確認を実施させ
ていただきました。
　その結果、９６事業所より回答をいただき、
以下の集計結果となりました。

　この結果により、回答をいただいた事業所
のうち約７割は廃棄物の輸送または処理の物

流システム事業への委託意思を持っているこ
とが明らかとなりました。
　未定の回答の理由としては、委託する方向
ではあるが、現段階ではまだ機関決定できな
いという場合がほとんどでした。具体的には
以下のようなものがありました。
・廃棄物の管理方針が定まっていない。
・核燃料物質取扱許可の廃止後、設備解体後
等に委託を検討する。
・処理費用の詳細が明らかになり委託費用の
目処がついた後に委託を検討する。
・処理処分地の立地が決定後に委託を検討す
る。
　輸送のみと回答の事業所は自前で別途廃棄
体化処理を行うとの理由でした。また、処理
のみと回答の事業所は自前で輸送するとの理
由でした。

　今回得られた委託意思確認結果を元に、今
後さらに大学・民間等の発生事業者との連携
を深め、物流システム事業を着実に推進して
いきたいと考えています。

事業所数委託内容

６４輸送及び処理を委託

２処理のみを委託

２輸送のみを委託

２５未定

４委託しない
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総　務　部
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１．新制度における公益法人の設立

　許可制から準則主義による設立と公益認定
制度へ
　主務官庁（各省庁）が公益法人の設立を許
可する現行の制度が、準則主義で一般社団・
財団法人を設立し、行政庁（内閣府）が公益
認定をすることにより公益社団・財団法人と
なる制度に変わりました。
（注１）　一般社団・財団法人の設立は、会社
設立と同様に定款を作成し公証人の認証を得
て設立登記をするだけでできる。
（注２）　主務官庁が恣意的に判断することが
できる設立許可制と異なり、公益認定基準が
法律に明記され、行政庁（内閣府）に設けら
れた民間人で構成される公益認定等委員会で
認定審査を行う。
（注３）　１都道府県に限定された活動を行う
公益法人は、都道府県が行政庁になる。

２．既存の公益法人は５年間の経過期間内に

新制度に移行

○５年間の移行期間

　既存の公益法人（特例民法法人）は、平成
２０年１２月１日から平成２５年１１月３０日までの間
に公益法人の認定を受けるか、一般法人に移
行しなければなりません。新しい公益法人に
移行するには、法律で定める公益認定基準を
充足し、公益認定当委員会の審査を受ける必
要があります。
　法施行後、平成２３年１２月末までで丸３年が

経過しましたが、これまでに移行が完了して
いる（認定もしくは認可の処分が出ている）
法人は、
・国所管では公益移行が７６９、一般移行が３５０
の合計１，１１９法人

・都道府県所管では公益移行が１，３９０、一般
移行が５１９の合計１，９０９法人
の約３，０２８法人であり、法施行時点に存在し
ていた特例民法法人（約２４，４００法人）の１２％
程度に留まっています。

３．新制度の機関（理事会、評議員会）

○評議員会が最高の意思決定機関

　現行制度では理事会が法人の意思決定機関
ですが、新制度では評議員会が理事を選任
し、法人の解散や合併の可否を決するなど、
法人の最高意思決定機関になります。
ただし、評議員会の決議事項は、法律と定款
で定められた事項に限定されます。

○理事会は業務執行機関

　理事会は日常活動業務を執行する機関とな
り、評議員を選任することはできません。

○評議員会や理事会は本人出席が前提

　評議員会や理事会は本人出席が前提とな
り、これまでのように代理人出席や委任状採
決で定足数を充足することはできなくなりま
す。

　１００年に一度と言われる公益法人制度の改革が行われた。「官のための公益法人制度から、民
のための公益法人制度への移行」と言われている。今号から、この公益法人制度改革の概要と
������の取組み状況をシリーズで紹介する。�
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１）新制度の評議員
・評議員の選任方法は定款記載事項となり理
事や理事会は評議員を選任することはでき
ません。
・現評議員は、公益社団・財団法人が設立さ
れた時点で退任することになります。

２）新制度の理事
・理事は評議員会で選・解任されます。
・理事の中から代表理事を選ぶ必要がありま
す。
・理事を選任する場合は、親族や同一団体に
所属する人数割合の制限を受けます。

３）新制度の監事
・監事は評議員会で選・解任されます。

４．公益法人の特徴

　新制度における公益法人の特徴は以下の通
りで、公益認定法に基づく基準を遵守するこ
とが不可欠となり行政庁の監督が厳しくなり
ますが、多くの税制優遇措置を受けられるこ
とが大きな魅力となっています。

○行政庁の監督

　行政庁の監督がある。
・報告徴収、立入検査の実施
・認定取消事由該当の疑いがある場合の
「必要措置の勧告」
・認定取消

○税制

　法人税制上の優遇措置がある。
・法人税の優遇措置（収益事業課税）
・公益目的事業が法人税の収益事業から除
外され非課税

　その他にも以下の優遇措置がある。
・みなし寄附金制度あり

・特定公益増進法人となり寄附者への優遇
措置
・利子等に係る源泉所得税の非課税

○社会的信用

　公益社団法人、公益財団法人という名称に
対する社会的評価がある。

○認定取消

公益認定の取り消しを受けた場合は、公益目
的取得財産額に相当する額の財産を他の公益
法人等に贈与しなければならない。

○公益認定法の遵守（認定時及び認定後）

　認定時および認定後も遵守が必要。
・収支相償
・公益目的事業費率５０％以上
・遊休財産保有規制
・財産の使用、処分の制限　　等

５．新制度に対する������の取り組み

○公益財団法人への移行を目指します

　������では、平成２３年６月の通常理事
会において、公益に資する大学・民間等の低
レベル放射性廃棄物の処理を中心とした物流
システム事業を中核として推進する公益法人
に移行することが決議され、平成２５年４月か
ら新公益財団法人として活動できるよう準備
を進めています。平成２３年１２月の臨時理事会
で、「最初の評議員の選任方法」を審議し、主
務官庁（文部科学省）への認可申請を行って
います。その後は、平成２４年３月および６月
の通常理事会において、定款、主要な規程類
および公益移行認定申請書に関する承認を得
て、平成２４年８月頃に内閣府に対して公益移
行認定の申請をする予定でおります。
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外部機関の活動状況紹介

（独）日本原子力研究開発機構
福島技術本部　復旧技術部　川妻　伸二
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１．はじめに

　平成２３年３月１１日の東北地方太平洋沖地震
とその後の巨大津波で発生した福島第一原子
力発電所（以下、１�）事故に際し、日本原
子力研究開発機構（����）が開発・保有し
ていた原子力災害ロボットを事故発生後直ち
に投入できず、お詫び申し上げます。
　����では事故現場の状況に適応できるよ
う保有するロボットを改造・提供する等の緊
急対応を実施してきており、本稿では、その
概要と教訓について述べる。

２．����の緊急対応の概要

２．１　����－１号

　屋内の瓦礫除去用に、文部科学省原子力シ
ステム公募事業「セル内遠隔設備の開発」の
遠隔保守移動装置を大幅に改造整備した。
　簡易モックアップ試験を行い、その結果に
基づいて瓦礫除去を確実かつ安全に行うた
め、ロボット幅より大きなブレードを新たに
装備した。ロボット制御用電子部品を鋼板で
遮へいして耐放射線性を数百��以上に向上
させ有線による電力供給・信号伝送方式に改
造したことにより、高放射線量率下での長時
間作業や無線が届きにくい原子炉建屋内での
作業を可能とした。ロボットのメンテナンス
の際の作業員被ばくを低減するため、ロボッ
ト自体を水スプレイ等で除染可能なように、
水密構造としている。�

概略寸法：１４００���×８００���×８００���
重　　量：約６００��
走行速度：１．５����

�������

２．２　����－２号

　高圧水スプレイ等で屋内除染を行うため、
平成１１年９月３０日東海村���臨界事故後に開
発した情報収集ロボット����－�を大幅に
改造整備した。
　ロボット制御用電子部品を����－１号よ
りも減らし、耐放射線性カメラを装備するこ
とで耐放射線性を数万��以上に向上させる
とともに有線による電力供給と信号伝送方式
に改造した。
　また、メンテナンス時の除染のため、水密
構造としている。
�
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概略寸法：１０００���×４００���×７００���
重　　量：約３５��
走行速度：２����

��������

２．３　����－３号

　放射線モニタリングを行うため、����－�
を大幅に改造整備した。γ線可視化計測装置
「γ����」、放射線計測装置（��管）、ダスト
サンプラ等を装着した。ロボット本体は数万
��、搭載している計測装置は数十��の耐放
射線性を備えている。メンテナンス時の除染
のため水密構造としている。
　����－３号は後述するロボットコントロー
ル車２とともに７月２日に１�に投入された。

概略寸法：８００���×４００���×７００���
重　　量：約６０��
走行速度：２����

�������

２．４　ロボットコントロール車１

　ロボット操作を迅速かつ安全に行えるよ
う、トラックバンに鉄板遮へい操作���、ガ
ンマカメラ等を装備した。東京電力からの要
請により、米国アイダホ国立研究所から提供
されたロボット�����を搭載して５月１日
に１�に投入された。ガンマカメラにより屋
外の汚染源確認等に活用されている。

２．５　ロボットコントロール車２

　東京電力の要請により２台目のロボットコ
ントロール車を整備し、前述の����－３号と
ともに７月２日に１�に投入された。

３．����の緊急対応での教訓

　����が実施し１�事故緊急対応の中から、
得られた教訓を纏めた。
（１）原子力災害ロボットを維持・運用する体

制がなく、事故発生後直ちに投入できな
かったことから、維持・運用体制維持・運用体制の整備
が重要である。

（２）事故現場でロボットの迅速かつ安全な運
用には、遮へい体やロボットコントロー
ル車等のシステム化システム化が必要。

（３）事故現場の状況にあわせ、ロボットを最
適化（改造）等できる即応力即応力が必要。

�������	
����
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（４）速やかに事故現場にロボット等を搬送す
るため自衛隊等との連携による機動力機動力が
重要。

�

４．今後の対応

　１�事故緊急対応での教訓や海外事例を踏
まえ、原子力災害ロボットに必要な、耐放射
線技術、遠隔検知技術、除染解体技術等の研
究開発を進めていく。
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千代田化工建設株式会社
エネルギー・環境プロジェクト部

部長　堀越　孝一
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１．会社概要

　千代田化工建設は、１９４８年に設立され石
油、天然ガス、原子力等のエネルギー分野及
び石油化学、化学、医薬品、環境保全、一般
産業設備等の分野においてプロジェクトを遂
行し、エンジニアリングから建設までを行っ
てきました。原子力分野では、原子力発電所
はもとより、東海や六ヶ所の再処理工場及び
ウラン濃縮工場のプロジェクトに実績を重ね
てきました。

２．原子力分野の事業展開

　弊社が注力している原子力分野の事業展開
について概要を紹介します。
２．１　原子力発電所

　原子力発電所の建設においては、大型タン
ク類や冷却水配管等の���の建設に重点を
おいた事業展開をしています。
２．２　再処理工場

　東海再処理工場では、種々の改造工事や自
動化設備製作に関与してきました。
　六ヶ所再処理工場では、計画段階から参画
し、ユーティリティー設備、海洋放出管、保
健管理設備等の工事を行ってきました。最近
では、設備の点検工事や改造工事を行ってい
ます。再処理工場は、千代田が得意とする化
学プラントであることから今後も事業展開を
進めていきます。
２．３　ウラン濃縮工場

　ウラン濃縮工場では、ユーティリティー設
備の建設をはじめとして近年では既設遠心機
の撤去工事や新型遠心機の配管工事等のプロ

ジェクトを遂行してきました。ウラン濃縮工
場では、既設遠心機撤去及び新型遠心機据付
等の更新工事が長期にわたり計画されていま
すので積極的な事業展開を目指しています。

３．廃止措置に関する取組み

　弊社は、平成２年に旧原子力施設デコミッ
ショニング研究協会殿の「再処理施設の解体
工法及び解体手順の調査検討」業務において
デコミッショニングの基本計画を策定しまし
た。その後デコミ評価システムコードや遠隔
解体装置の開発等を経て、平成８年～１６年に
わたって旧日本原子力研究所殿の再処理特別
研究棟の設備・機器等の解体工事を行い、解
体工事のノウハウを蓄積してきました。平成
２２年には日本原燃殿ウラン濃縮工場の遠心機
等撤去工事にも参画しました。これから開始
される原子力発電所のデコミッショニングに
参入すべく実績、ノウハウ及び更なる技術開
発を進めていきます。
３．１　廃止措置の実績

　弊社の廃止措置の主たる実績として再処理
特別研究棟の内装設備解体とウラン濃縮工場
の遠心機等の解体実績の概要を以下に紹介し
ます
３．１．１　再処理特別研究棟

　再処理特別研究棟は、再処理の試験施設で
再処理工場と同じ機器が試験機器としてセル
や部屋内に設置されています。試験機器の中
には、高αや高βγ汚染機器もあり、除染や
遮蔽等の措置を施しながら解体を進め、種々
のデータを取得しました。
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３．１．２　ウラン濃縮工場

　日本原燃殿のウラン濃縮工場では、新型遠
心機導入に係る更新工事が始まっています。
弊社は、新型遠心機初期導入に係る既設遠心
機及び付帯機器等の撤去を行いました。
３．２　廃止措置に関する技術開発

　弊社は、廃止措置におけるコスト低減や被
ばく防止を目的とした技術開発を行っていま
す。
３．２．１　システムエンジニアリング

　廃止措置におけるシステムエンジニアリン
グとは、解体、除染方法及びコスト等の評価
を行い、廃止措置の最適な基本計画を策定す
る手段です。弊社では、旧核燃料サイクル開
発機構殿や旧原子力施設デコミッショニング
研究協会殿のデコミ評価システムの設計を
行ってきた実績をもとに、新たにデコミ最適
化評価システムの作成を手掛けています。一
般的に廃止措置においては、解体コストが最
小となるような基本計画を策定する為にシス
テムエンジニアリングツールを使用していま
すが、弊社ではプラント設計で培った最適化
プログラムをコスト評価システムに組み込ん
だシステムエンジニアリングによりコストミ
ニマムを追及するデコミ最適化評価システム
の構築を進めています。本システムの構成
は、以下のとおりで、解体コストだけでなく

廃棄物の処理処分コストを含むトータルコス
トミニマムを求めることが可能です。
３．３．２　大型槽類遠隔解体装置

　大型槽類遠隔解体装置は、旧日本原子力研
究所殿の再処理特別研究棟の解体に向けて弊
社が技術開発に携わったものです。本解体装
置は、除染、配管切断、プラズマ切断、グラ
インダ切断及び切断片回収を行う多機能ヘッ
ド（ハンド）を搭載したロボットアームで、
遠隔操作によりセル内の大型槽類をその場で
解体することを目的に開発されたものです。

解体前除染評価システム

解体評価システム

解体後除染評価システム

廃棄物処理処分システム

コスト評価システム

コスコストミニマムケースースの摘出摘出

残存放射能及び被ばく評価システム

�������	
�������� �������	
������

�������	
��
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４．まとめ

　弊社は、エンジニアリング会社の特色を生
かし、技術開発のみならず、廃止措置の計画
段階から解体、廃棄物処理等に至るまでの幅

広いエンジニアリングとコストミニマムな
サービスを提供することで廃止措置プロジェ
クトに参画していきます。
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海外技術情報

パートナーズ・ネットワーク会員　宮本　喜晟

�������	
���������������

１．国内最大の環境回復プロジェクト

　ワシントン州の南東部にある�������	サイ
トは、第２次世界大戦の間にプルトニウム生
産サイトとして設けられ、５０年間に大量の放
射性及び化学廃棄物を残した。１９８０年代にプ
ルトニウム生産が終わり、現在、このサイト
では国内で最大の環境回復プロジェクトが進
行中である。サイト内には、５５，０００ガロン
（２０９�３）から百万ガロン（３，８００�３）の容量を
持つ１４９基の老朽化した一重貯蔵タンクがあ
る。ポンプでくみ上げることのできる液体は
１０年前にこれらのタンクから除去されたが、
６７基のタンクから漏えいした合計百万ガロン
の廃棄物が土壌に汚染プルームを形成してい
る。このプルームが１０マイル（１６��）離れた
�������	川に沿う地下水に移動する恐れが
ある。また、貯蔵タンクから廃棄物を除去す
るために被ばくを抑えるためにも、土壌の汚
染プルームの状況を知る必要があり、最近改
良された表面物理探査（���）技術を用いた
調査を行っている。

２．汚染の調査

　汚染プルームを調査する古い方法は、既存
の乾燥した井戸に頼るか、あるいは地面内に
金属製ケーシングを打ち込むか、ボーリング

孔で検層することである。しかし、これらの
方法は、いずれも高価で効率が劣っている。
検出されたデータはその場所での値でしかな
く、その分布を知ることができない。また、
ボーリングによる検出がないからといって、
廃棄物がないことを意味しない。
　さらに詳しい汚染状況を調べる方法とし
て、���技術の導入が考えられた。この技術
は、鉱山で使用されていたが、汚染調査に利
用した当初、特に広い敷地で適用する場合に
は、調査結果を得るには遅く、また取扱いが
難しく、種々の改良が必要であった。汚染調
査では、汚染が既知であるかまたは汚染の疑
いのある土壌に２０フィート（６．１�）間隔で１１
インチ（２９��）長さの鋼製プローブが設置さ
れた。このプローブに電流を流すことによ
り、土壌の電界の変化として測定され、その
変化を中央のデータ収集システムに集めて処
理され、効果的に土壌の電気的性質をマップ
として表わすことができる。含水量のような
土壌の性質変化によって電界の変化が発生す
る。乾燥した土壌は、含水量の多い土壌より
比抵抗（���������）が大きく、���技術を通
して検出可能なコントラストをもたらす。プ
ローブ設置の様子を図１に、また、設置され
たプローブの列を図２に示す。

　米国のハンフォード（�������）サイトで行われている環境回復のプロジェクトの一環として、
放射性廃棄物の貯蔵タンク周辺からの漏れによる土壌の汚染状況を調査するために、表面物理
探査（���）技術が適用されている。また、���で得られる大量のデータ処理のために処理能
力の大きな計算機の使用とアルゴリズムの開発が行われ、汚染状況を示す３次元イメージング
を得ている。この状況を示す報告１），２）について紹介する。
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　このシステムは放射線を直接検出すること
ができないが、もし、液体がなければ土壌に
放射能汚染がないので、液体は汚染の目印に
することができる。また、硝酸塩のような検
出可能なイオン増加があるなら、土壌内の含
水量移動の化学的変化が検出される。
　しかし、全てのラインから集められたプ
ローブのデータを最大限に利用するために
は、オリジナルのコンピュータシステムでは
遅く、多くの時間を費やした。また、この
データから得られる結果は、２次元のイメー
ジを作ることができたが、深さ方向の汚染分
布を得ることはできなかった。さらに、調査
を妨害する埋設配管やコンクリート製ピット
等の構造物のために、データが乱れる恐れが
あり、新しいアルゴリズムを開発する必要が
あった。
　そこで、２００２年にタンク回復作業の間に、
適所に設置された漏れ検出及びモニターリン
グシステムの一部として、�������	�ですでに
使用されていた６０�以上の深さまで掘られた
井戸ケーシングの利用を思いついた。２００６年
に最初に適用され、最初の３次元イメージを
得ることができた。
　さらに、���技術を打撃貫入法（�������
����）と結び付け、一段と進展することがで
きた。この方法では、土壌に中空パイプを貫
入するために図３に示す油圧ハンマーが使わ
れる。もともと、この方法は低コストで土壌
サンプルを得る手段とされ、貯蔵タンクの周
りの任意の深さ及び場所に����プローブを
設置することが可能である。この方法は、井
戸ケーシングに頼る必要がない。
　最初のイメージは、デスクトップのパソコ
ン上に作られたが、増加した大量のデータを
処理するために数ヶ月を要した。現在、デー
タ処理は最新の３２台の処理装置であるサー
バー・ファーム上で行われ、数日で処理でき

る。
　����の利用は、�������だけではなく、世
界中の他のサイトにおいて使用することが可
能な標準的な処理ソフトウェアの開発に役立
てられる。また、�������	における廃棄物プ
ルームを調査できるようにするほか、他の汚
染源の有用な情報を提供できる。

３．プルーム源を発見

　３次元イメージングによる新しい技術に
よって、土壌内には、タンク漏れ以外の原因
による廃棄物があることが見つけられた。す
なわち、古い単層のタンク６７基からの漏れの
ほかに、操業期間中にタンクからあふれた結
果による廃棄物の漏れ及びパイプ破損等によ
り土壌に漏れたことをデータが示している。
　もし、土壌の廃棄物がタンク漏れの結果で
はなかったことが示されれば、残留した廃棄
物をタンクから樋流し法により除去できるこ
とを意味する。このプロセスは多量の液体を
使うが、単純で、比較的安価で、非常に効果
的である。逆に、もし、プルームがタンク漏
れの結果として生じていることをデータが示
せば、廃棄物を除去するために少量のあるい
は液体の使用しない他の技術を適用せざるを
えないことを示す。危険なタンクに導入する
液体を減らすことによって、それ以上の漏え
いを発生するリスクは劇的に減少する。

４．おわりに

　現在得られているイメージは、測定時点の
データでしかないが、これらのプローブを設
置しておくことによって、将来、時間的な変
化を調べることも可能であり、これらのモニ
タリング情報により、このエリアの回復状況
を知ることができる。今後とも、����技術
が改良され、それぞれの改良とともに一層の
データ収集能力を増加させることによって、
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汚染状況の信頼性を高めることに役立たせる
ことができる。
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情報管理部　榎戸　裕二
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１．���－２サイトでの活動経緯

　���－２は１９７８年１２月に送電開始したが、
翌年１９７９年３月２８日、炉心の過酷な損壊に至
る事故が発生し、それ以降原子炉は停止して
いる。送電開始から事故まで３ヶ月間の運転
であった。事故後、�������	
��社（以下、
���社）（許可取得者）は原子炉容器内の燃
料撤去と施設の除染を継続し、冷却系にいく
らか残るデブリ以外の燃料は１９９０年４月に全
て除去した。
　撤去された燃料は現在アイダホ国立研究所
に保管、���（米国エネルギー省）が所有権
を有する。１９９３年原子炉は、長期にわたり安
全保管のできる�燃料撤去後のモニタリング
保管�と呼ばれる長期管理状態と認定された
が、現在、解体の具体的活動はしていない。
プラントの幾つかの設備は���－１号機と共
用しているが、���－１は１９９９年に�������
社（現������社）に売却された。���社は
�������	�
�社の子会社として���－２の許可
取得者であり、������社とは維持・監視の業
務契約を締結している。���社は両プラン
ト廃止措置を２０１４年に開始する計画である。
　これまでに、���－２では燃料撤去に�１�

を投じ、建設費と浄化費を含め�２�が費やさ
れた。この中には除染やグリーンフィールド
化までの費用は含まれていない。����（冷
却材喪失事故）時に両プラントは３電力会社
の出資会社である���社が経営し、������
社が運転主体であった。２００１年１１月に���－２
は���社から�������	�
�社に移管され、
���社は�������	�
�社が所有する許可取得
会社として残っている。
　���社は現在������社と維持・監視の委託
契約を行うとともに、２０１４年に���－１と
���－２の両プラントの廃止措置を計画して
いる。

２．事故後の活動費用と基金準備状況

　１９９４年１月の時点で���社は約＄１０４�の
資金があり、これで���－２の廃止措置がで
きる、とした。１９９７年２月には年報において
４年間で約２倍の＄４３０�が必要である、とし
た。���（米国原子力規制委員会）によれば、
１０年後の２００６年１２月には廃止措置コストは
＄８０５�に対して基金は＄５５９�であった。
���は２００８年１２月、正式に���－２の廃止措
置コストを＄８３１�、準備してある基金が

　米国では、連邦法１０���５０�７５（�）（１）によって、運転停止した原子炉の許可取得者には毎
年３月３１日までに翌年の廃止措置資金状況について報告することが要求される。２０１４年から廃
止措置を開始する予定のスリーマイルアイランド２号機（以下、「���－２」）は、２０３６年の廃止
措置完了を計画しているが、最近、現在の許可取得者である�������	�
�社は���������	
�����
社を吸収合併することを計画しており、一方で疑問を持たれかねない基金の厳しい状況を報告
しているため、���に対してこの合併が行われてもプラントの除染や廃止措置が円滑に進めら
れる基金的保証があることが分かる情報の開示請求が地元ペンシルバニア州でなされた（２０１０年
９月３０日）。本報告では、���－２のクリーンアップと事故以来の会社の資金、資金計画について
の情報開示申立て内容と���の対応を���の文書から紹介する。



－　２２　－

＄４８４�である、とした。つまり、３年も満た
ない間に廃止措置コストが＄２６�上昇し、基
金は＄１１６�逆に減少している。一方、２０１０年
の冬／春期には、�������	�
�社は���������	
������社の吸収合併申請を数州と連邦機関
に行った。その後、２０１０年２月に�������	�
�
社は経営状態の劣る���������	
�����社の吸
収合併によって格付けが“���”から“���－”
に低下した、と発表している。

３．情報開示請求の内容

　���としては、吸収合併の時期に鑑み、以
下の情報開示を求めている請求者の申立てに
速やかに応じるのは当然である。
１）許可取得者���社の親会社である

�������	�
�社の���－２のサイト固有の
廃止措置基金計画について、

２）２０１０年１２月末に（３出資電力会社の内）
２社の固定資産上限税率の設定期限が切
れた後の���－２の廃止措置に信託され
るサイト固有の基金計画について

３）２００８年１２月末の���－２の廃止措置コス
トを＄８３１�、準備してある信託基金が
＄４８４�というのは、所有者が�����������
（僅かな）額と言明したような差額（不足
額）とはいえない。�������	�
�社の当面
の廃止措置資金の不足分の投資計画につ
いて

４）当面の廃止措置資金不足に対する
�������	�
�社の提案する資金出資計画
について

５）�������	�
�社の運転する原子力発電所
は許認可期限まで運転する計画である
が、それらが早期に退役する場合でも所
有者は、廃止措置資金はスケジュールや
費用シナリオの変化に合わせて調整でき
るとしているが、���－１が予定より早
まって退役した場合���－２の廃止措置

に信託される基金計画について
６）同様に、���－１が予定より早く退役し

た場合、�������	�
�社の���－２の廃止
措置時期について

４．���の申立てに対する対応

　����．�．�������氏の申立てに対し、２０１１年
６月２日の���連邦・州物質及び環境管理計
画局の局長事務代行からの回答によれば、請
求の真意確認のため�������	�
�社と���は
数回申立て者と電話等の会談を行ったこと、
その経緯は���の文書検索管理システム
（�����）に掲載してあるとして、同局長が
「���社が２０１０年３月２９日に提出した���－２
の最新のサイト固有の廃止措置基金の状態に
関する報告は���規則に従った適切な廃止
措置基金保証を有するものである。」として、
「基金的保証があることの情報開示請求」を
却下した。この拒否決定の詳細理由は
１０���２．２０６基づき�����に記載されてい
る、とした。

５．まとめ

　政府の資金的バックアップの無い米国の民
間電力会社は事故をおこしても全て自己の責
任で損失をカバーする。一方で、原子力発電
所を含む発電所やエネルギー関連施設を多角
的に経営する米国の中小電力会社では、共同
でプラントを保有したりして、資金準備に余
裕の無いところも多くあるようである。こん
な現状で���としても、例え、将来の資金的
裏付けに欠け、環境上危惧が予想されるとし
ても、前もって規制（指導）する権限を行使
しないようである。プラントの経営には日本
よりも真剣に取組んでいるようにも思える。

（申立て人である��������	
��氏は１９９２年に
���社と���発電所周辺の放射能の最新式
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東海事務所　安念　外典
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１　はじめに

　フランスは、電気の７６％を原子力エネル
ギーによっている国である。２００９年で５８基が
運転中の一方、１２基は廃止措置を待ってい
る。この点でフランスは、廃止措置の動きが
目覚しい国の１つに挙げられる。
　現在、フランスが進めている廃止措置プロ
ジェクトは、将来の廃止措置戦略のモデルと
なるものである。���������の��－４－原子炉
の廃止措置はそのプロジェクトのうちの１つ
である。ブルターニュの西部に位置し、二酸
化炭素冷却、重水減速研究炉である。１９６７年
に運転開始され、１９８５年７月停止までに
６３２０．２����の発電実績を持っている。（出
力：７０���）

２　構造及び放射線の境界条件

　この原子炉は、横に核燃料要素を挿入す
る。核燃料要素は、圧力管に入れられてお
り、二酸化炭素が冷却材と伝熱媒体として使
用されている。運転中に原子炉の外側から核
燃料交換するので、通常の運転では原子炉に
直接接触する必要はない。これによって、原
子炉とその周囲の配管をコンパクトに作るこ
とができている。原子炉と配管システムは、
完全にコンクリート構造物に収納されている。
　建設段階においては、廃止措置のときのこ
とは考慮されてなかったことにより、廃止措
置作業スペースが制限される。図１の���

モデルで示されるように、巨大なコンクリー
ト構造のため原子炉への接近が全くできな
い。その上、１８年間の運転で構成要素の放射
線量は高い水準にある。減速材タンクの内側
の放射線量では最高で７０����。このため、廃
止措置設備の設置作業を含め、全ての仕事は
遠隔制御によることとなる。廃止措置段階で
の線量率約０．３～１．８����は、遠隔制御装置に
は過酷であり、特に電子構成部品にとって重
い負担となる。このため、機器構成（放射線
感受性の高いコンポーネントの配置、品質の
高い素材の使用）の検討やどのような廃止措
置戦略をとるかが検討された。

　フランス���������－��－４炉の解体で初めて遠隔操作によるロボットが導入された。このロ
ボットは産業界の技術をベースに炉解体のために工夫を加えたものである。炉心近くの解体で
は、遠隔操作型ロボットは必須アイテムであり、ここで得られた作業ロボットの持つべき機能に
関する知見は今後の遠隔ロボットにも役立つと考えられるので、ここに紹介する。
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３　解体方策

　解体には、完全に遠隔制御化された廃止措
置プロセスとすることが必要で、それは、凡
そ次のようになる。
　まず、第一には、完全なインフラ基盤を整
えることが必要である。ロボット・システム
に関してはケーソン（５項に詳細説明）が要
となる。ケーソンは、原子炉室と原子炉地下
にある廃棄物処置施設間を行き来するロボッ
ト・システムのインターフェースとなる。ま
た、このケーソンの中でロボットのメンテナ
ンス及び関連作業が行われる。これらは、原
子炉施設内に置かれるので、解体設備設置の
ために開放する必要はなく、また、（通常の廃
止措置のように）閉じ込め範囲を拡大する必
要もない。第ニの主要な施設は、原子炉建屋
の外の中央制御室である。放射線管理区域外
に位置する中央制御室は、スタッフの被ばく
を低限するとともに、原子炉建屋内部の管理
区域との出入りのムダ時間を減らす。
　原子炉構成部材は２００��以下の断片に切断
され、ローラー運搬装置とリフティング・シ
ステムで地下にある分類施設に輸送される。
そこで、各断片を分類し、線量測定し、貯蔵
容器に入れる。
　原子炉室は、９．８�×１７．４�のため、廃止措
置の進展によって前方にロボットを動かすこ
とが必要となる。このため、２つのレールシ
ステムが原子炉の東と西のバルコニーに沿っ
て設置された。高放射線下であることと、配
管が込み入っているために、バルコニー上で
人手でレールを敷設することは不可能で、ロ
ボット・システム自身がレールを敷設するシ
ステムとする必要がある。レールを敷設する
毎にロボットは次の場所まで移動し、そこで
また敷設作業をする。

４　ロボット・システム

　遠隔制御された廃止措置システムの主要な
ツールは、２式のロボット・システムである。
１式は、原子炉の東側で作動し、もう一式は
西側で作動する。このような作業方式とした
のは、単一のシステムに比べて全体的な動作
速度の向上を図ることにある。
　ロボットの概念設計段階で、すべての原子
力マニプレータシステムが分析されたが、ど
の製品も要求事項を満足しなかった。この解
決策は、産業ロボット・システム（製造工程
で使われている）から得られた。本システム
では、マニュプレータと工業生産ロボットを
連結して最良の特性を出せるように調整と修
正が施された。
　工業生産ロボットの主要な長所は、取扱い
上の高い利便性、安いハードウェア費用、メ
ンテナンス性と高速運動性能等での成熟した
テクノロジーの利用が可能なことである。
　ロボット・システムは主要な３つのユニッ
トからなる。１番目のユニットは、切断ロ
ボット腕を備えた軌道トロリーで、２番目の
ユニットは、掴む機能のある腕を持つ軌道ト
ロリーである。３番目のユニットは、移動用
廃棄物容器を運ぶ軌道トロリーである。３つ
の軌道トロリーに加え、蓋ステーションと自
動放射線測定ステーションが装備されている。
　ロボット・システムへの主な要求事項は、
・限られたスペースで作動できるように、サ
イズを最小化できること。
・原子炉室内のすべての領域で使えるよう
に、動作範囲が広いこと。
・重い負荷に対応できる能力。
・表面除染が容易なこと。
・高放射線に耐える素材であること。
・カスタマイズ化した制御ソフトウェアは公
開制御ソフトウェアであること。技術的に
高い柔軟性持つこと、ツール交換に時間が
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かからないこと。
　これらの要求事項は、部分的には相反す
る。特に最初の３つの要求事項は、標準的な
ロボットでは困難です。
　カスタム化と拡張が必要であり、このため
に３�－���シミュレーションが適用された。
シミュレーションのために、原子炉内のすべ
ての関連した廃止措置作業とケーソン内の作
業を分析し、それをシミュレーションした結
果を用いてロボットデザインを行った。更
に、デザイン結果をシミュレーションによっ
て実証した。
　これらの段階を経て修正後の標準的なロ
ボットなっている。
　修正事例として、把持ロボットにおいて
は、２番目と３番目のピボット間隔を伸長し
ながら先端部で掴み動作するようにしたこ
と、特定の作業局面でロボットとトロリーの
間に設置されたリフトユニットの操作性を増
したことが挙げられる。（図２）
　動作範囲の拡大要求の他、２番目の要求事
項は、切断ロボットと把持ロボットが原子炉
室の限られたスペースの中で互いに干渉する
ことなく動作することである。
　２つのロボットによる解体コンセプトは、
切断ロボットが切断部分をカットする前に、
把持ロボットが、切断部分を固定する。（図
３）
　ロボットのもう一つの仕事は、解体の進捗
に応じてバルコニー上を往来する軌道システ
ム設置である。このロボット・システムは、
レールを敷くバルコニーのコンクリートが地
震に対して安定になるように軌道を固定する
ように特別なツールを持っており、また床の
レベルが異なる場合には水平が保たれるよう
にする特別なツールも持っている。また、必
要に応じてロボット・システムを軌道から取
り外すこともできる。

　このシステムの主要な仕事は人間と技術シ
ステム間のインターフェースを最適化するシ
ステムを構築して運転員の負担を軽減するこ
とです。これにはデフォルトでの運転を減ら
すこと及びロボットがいつでも原子炉室から
ケーソンへ移動することができるようにする
ことが有効である。このため、ロボットの制
御概念において、２つの主要な機能を結合す
ることにある。ロボットはマスター�スレイ
ブの関係で操縦できなければならないが、従
来のロボット制御ではこの要求事項を満たせ
ない。そこで、マスターの機能をジョイス
ティック・システムによって実行されるよう
に修正された。ジョイスティックの動きがリ
アルタイムでロボット・システム（スレイブ）
に伝えられるので、オペレータは繰り返され
る仕事から軽減されることになる。これらの
仕事は単調で、誤りを起こしやすいため、衝
突が起きないようにプログラミングされたロ
ボットによって行われる。更なる利点は、そ
れらの動きがまるで運転員がマスター�スレ
イブ関係であるかのように速く操縦できるよ
うになることです。
　マニュプレータやロボットを使うことの大
きな危険は、人為ミスによって既存の構造物
と衝突する可能性のあることです。この危険
を最小にするために、原子炉室内の設備を含
むダイナミックで幾何学的な制御システムを
採用することによって、禁止領域とそうでな
い領域を区別し、それぞれの承認なしには禁
止領域には入れないように制御する。この制
御システムは、プロセスの解体が進むに従っ
て、ダイナミックに適応できるようになって
いる。
�
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５　ケーソン

　ロボット・システムにとって、システムの
基地（ケーソンと呼称。図４中央領域）は不
可欠です。ケーソンは、およそ約２４�長、６�
幅の鋼の構造ボックスで、原子炉室と熱交換
器が置かれているポンプ室との間に設置され
た。原子炉室へのアクセスは、原子炉建屋基
礎レベルから６�高さにある。ケーソンは換
気システムで原子炉室と結ばれており、火災
防護概念の一部となっている。また、ロボッ
ト・システムの他、塵芥抽出系、換気システ
ム、ツール保管、その他の機能を持っている。
　その上、ケーソンには廃棄物を移動する場
合や原子炉室扉を開けた状態において、放射
線を遮蔽する機能がある。ロボット・システ

ムが動作していないとき原子炉扉は閉めら
れ、作動中では扉は開かれる。ロボット・シ
ステムが扉を通り過ぎた後、プロセスの解体
が始まる前に、扉は再び閉じられる。
　空気からの汚染は、扉を閉じることにより
防がれる。解体プロセスが中断する間、ロ
ボット・システムは所定のケーソン停止位置
に戻る。こうして、ロボット・システムは、
解体している時間のみ高放射線レベルに暴露
されることになるので、放射線感受性の高い
部品の寿命を増やすことができる。

６　解体ツール

　����－プラズマアーク切断システムは、
本来水中使用で設計されたものでした。
���������廃止措置作業のためには、大気での
プラズマアーク切断システムも必要であり、
これを単純化、小型化、低価格化したシステ
ムとした。プラズマ・ガスとして、非可燃性
気体アルゴン、窒素と空気を使用する。
　短時間でノズル交換するため、プラズマ
トーチのデザインとケーソン内のグローブ・
ボックスを工夫し、汚染した可能性のあるプ
ラズマトーチのノズルに使用者が直接接触す
ることなく、１分未満で交換できるようにし
た。
　他の機械式ツール（のこぎり、はさみ、フ
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ライス）は、ロボット・ツールボックスに完
備されており、原子炉タンク内のジルカロイ
製の切断に使用される。
　ジルカロイによる火災の危険性があるため
に、ジルカロイの解体では１５０℃ を超えるこ
とはできない。そこで、特別な温度調節装置
を使い、物質表面温度をチェックし、さらに
冷却装置を追加して切断面を冷却しながら切
断する。
　原子炉構成要素のいろいろな形状に合わせ

て、頻繁に切断ツールと把持ツールを変える
ことが必要になる。そのため、自動製造工程
でのツール交換システムに基づく自動ツール
交換システムが採用された。ツールマガジン
は、ケーソンの壁に置かれる。これらの高速
な処理プロセスと高利用率を可能とする半自
動化を通じて、解体時間を速める結果とな
る。これによって、個人の被ばく線量は、許
された線量の１�３まで減らすことができた。

参考文献

１）���������	�
����������	�
�������������������“���������	
��
	��
��������	
�����������	������������������������	
������������
���	�����������		
”��
��������	
���	����
��
	�����	���
�������������	�
���������
�	�����������������	���
�

２）���������	�
����������	�
�������������������“��������	

������
����	�
���	��������������	
�������	
����	�����������	���	��	����������	
���������������������”��������	
��	�����
��������	�
���������������������������������	�
���	�������
�������
���������������		
�������




－　２９　－

設備準備部　秋山　武康
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１．はじめに

　燃料貯蔵池（����）は、当初�������	
炉
からの照射済み燃料の冷却用に建設され、再
処理のために水中での燃料の脱被覆操作に用
いられ、雑多な中レベル廃棄物と燃料が貯蔵
された。１９７０年代半ば以降の受動的な保守体
制を経て、１９９０年代半ばに施設及び保存され
た様々な廃棄物と燃料を処分するために、施
設の修復プログラムが開始された。
　貯蔵池はサイト内では古い施設であり、施
設の設計条件や老朽化、保有している様々な
廃棄物、周辺環境などの面から、修復には困
難を伴う。危険の削減にはインフラストラク
チャの改善を要するが、池のインフラは修復
プログラムの重要な一部であり、時間とお金
のバランスを維持し、改善させる必要がある。
　図１に作業の手順とリスク軽減の関係を模
式図的に示す。

２．貯蔵池の準備

　池での複雑な修復作業が可能になるよう
に、また池の設計寿命不足への対応のため、
建物インフラと作業環境の改善を行う。これ

には冗長な構造物の撤去や、池の水からの微
粒子除去、在庫調査などを含む。以下の大規
模な準備工事の完了が大幅に作業環境と燃料
貯蔵池の能力を向上し、修復プログラムを効
果的に展開することを可能にした。
（１）一般的な改修
・スキップハンドラを交換し、吊り上げ能力
を増強（２０トン）し池への移動を可能にし
た。（図２参照）
・燃料の受入ダクトの縁切りにより池を独立
区画にした。
・汚染された場所を撤去するために施設のク
リーンアップ作業を伴い、ジルカロイ殻の
２１�３を搬出し、池とその周辺で保存されて
いる２５の余分な燃料フラスコを処分した。
・冗長な構造体（例えばウィンチハウス）を
撤去し、作業用アクセスや新規施設の建設
スペースを得た。

（２）廃水処理プラント（����：図３参照）
・池の中の燃料の腐食が原因で放射線レベル
が年々増加しており、局所的な廃水処理プ
ラントの提供が不可欠になった。池のオー
バーフロー水は、サイトの低レベル排水溝

　セラフィールドにおける原子炉燃料貯蔵池（����）は、再処理前の脱被覆燃料や、�������	

炉からの燃料と同位体の受け取り及び冷温貯蔵のために、１９４９年から１９５０年に建てられた。燃
料処理が最終的に停止した１９６２年以降、施設は英国の原子力プログラムからの種々の廃棄物を
格納するために使用されてきた。
　長く多様な運転履歴のために、流動性のある有機性汚泥から原子炉装備品や実験的な燃料に
至るまで、貯蔵池の在庫は多様で複雑になっている。様々な廃棄物の形態（約千種）と利用でき
る情報が限られているため、いろいろな課題がある。
　それらの課題は修復プログラムの一部として扱われなければならないし、修復プログラムは
貯蔵池自体に関係した物理的およびプロセスの制約条件と同様に、サイトのプログラムと外部
規制当局によって設定された時間の制約内で働かせる必要がある。
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に排出され、海への放出前に偏析廃水処理
プラントで処理される。
・����の原理は、砂のベッドで廃水から数
ミクロンまでの固体を除去し、イオン交換
工程でセシウムとストロンチウム（この２
核種で水中の９９％以上占める）を抽出する。
設計された����ユニットの処理量は
１２５�３／日で、その内１００�３程度が池に戻さ
れ、残りが低レベル排水に排出される。

（３）調査、サンプリングと特性分析
・建物自体の大規模調査に加えて、サンプリ
ングおよび特性評価の作業を改善するた
め、池の在庫と池の構造自体の物理的条件
の両方を完璧に理解した。またこれらの調
査は、修復プログラムの基盤データになる
だけでなく、施設の長寿命化をもたらす。

３．被覆燃料の修復

　原子炉燃料貯蔵池は、研究炉、�������	
改
良型ガス冷却原子炉、��������蒸気発生重水
炉など、多数のソースからの酸化物と炭化物
の燃料を含み、これらを被覆燃料と総称して
いる。炭化物燃料を含み最大在庫量でもある
ので、最優先の修復対象である。
　プログラムの最優先事項は、これらの燃料
の在庫データを確立することと、いずれかの
燃料が再処理に適しているかを確認すること
であった。
　産業界での記録の広範な調査により、①酸
化物燃料がサイトの熱中性子炉酸化物燃料再
処理工場（�����）で処理できること、②炭
化物燃料が池の中の雑多な廃棄物中に貯蔵で
きること、を確認できた。
　実施に当たっては、取扱手法と搬出設備、
再処理もしくは長期保管設備が必要となる。
再処理の道筋をつけたが再処理は実施されて
いない。

４．汚泥の修復

　池は環境にオープンになっており、その汚
泥は３００�３を超えて蓄積され、脱被覆燃料と
金属腐食から生じる残骸、風に吹かれた残骸
および生物有機材料（藻類や海鳥糞など）か
ら構成されている。汚泥は池の廃棄物の中で
最も流動性があるので封じ込めロスの危険性
があり、汚泥の除去の優先度は高い。汚泥は
また他の形態の廃棄物の特性評価と修復を妨
げる。
　汚泥を除去できるようにするため、３つの
相互接続プロジェクトが実施されている。こ
れらは、①汚泥の回収設備（汚泥修復プロ
ジェクト）、②取得された汚泥の安全な中間
貯蔵（ローカル汚泥処理プラントの貯蔵プロ
ジェクト）、③不動態化と長期貯蔵用の汚泥
梱包プラント（ローカル汚泥処理プラント搬
出プロジェクト）、を提供する。

（１）汚泥修復プロジェクト
（２）ベイ（池の仕切り部分）の排泥
（３）貯蔵池の容器排泥
（４）貯蔵池底の廃泥
（５）囲い込みの操作
（６）汚泥処理プラントの貯蔵プロジェクト

５．金属燃料の修復

　棒状、ペニー貨と小片状とか、英国の国家
核プログラムの多くの地域に由来する形式の
金属燃料が、池全体に存在している。業界記
録と広範な調査により、アルミかマグノック
スのどちらかの燃料被覆管が存在する場所と
して認識されている。そして燃料のほとんど
は、既存のサイトの施設で再処理に適してい
ない。
　貯蔵プログラムの進展は保留のままだが、
金属燃料の修復計画は、燃料の取扱、前処理、
アルミクラッドの事前除去、中間貯蔵および
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処分用のサイトの施設へ搬出するのに必要な
インフラを提供することである。

６．固体廃棄物の修復

　最後の修復プロジェクトが取扱、修復、お
よび池内の残りの中レベル放射性固体廃棄物
の梱包や搬出のための方法を提供する。
　固体廃棄物は、残留金属燃料片、燃料被覆
管（マグノックス、アルミおよびジルカロ
イ）、同位体カートリッジ、原子炉装備品、お
よびその他の活性化と汚染されたものが含ま
れ、７００トン以上の中レベル廃棄物になる。
操業後半の在庫管理の保守がよくなく、また
現状での目視検査も容器などにより影響を受
けて制限される（図４参照）。記録と調査の限
界にもかかわらず、１０００種ほどの独立した廃
棄物の種類を同定している。
　この廃棄物に対する基本戦略は、他のサイ
ト施設からの廃棄物と一緒にセメント内にカ
プセル化される固形物処理プラントへの搬出
能力を構築することである。

７．貯蔵池の脱水と解体

　池の脱水は、修復プログラムの最終段階と
なる。それまでのプロジェクトの実施によ
り、徐々に放射性物質の在庫を削除すること
ができ、プラントによってもたらされる危険

性やリスクを減らせる。これにより池の脱水
と、構造の解体を可能にする。
　この作業段階のための戦略は、現在開発中
であるが、前段階までのインフラ整備はこの
作業を支える。

８．結論

　インフラ、修復機器の提供と修復の開始に
ついて改善されたことで、炉燃料貯蔵池の浄
化のために開発したプログラムは効果的であ
ることが証明された。プログラムはまた、英
国の原子力産業の環境では史上最大の変更点
にもかかわらず、技術的または論理的な基準
計画の変化に限られたことにより、非常に堅
牢であることが証明された。
　優れた進展が施設の変更時と修復操作の開
始時に行われているが、依然として施設を適
正にするために大きな進歩が必要である。残
りの在庫の未知の性質と広いセラフィールド
サイトとの相互作用が、修復作業に最大の課
題を残している可能性がある。
　しかし、現在までに完成した堅牢な作業
は、その修復をサポートするための施設とプ
ロジェクトの両方がこれらの変更を処理する
のに十分な柔軟性を持っていることを保証し
ている。
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情報管理部　榎戸　裕二

廃止措置の概況：
　２０１１年９月から２０１２年３月までに運転停止する原子力発電所はイギリスの�������	
１が２月
に停止するのみである。�この停止措置は計画運転停止によるものであるが、実は、既に運転停
止した�２号機とともに２０１２年一杯のサイト許可を得ていたが装荷する燃料が底をつき早期停
止となった。表２に新たに運転停止する�������	
１発電炉の詳細を英国の国欄に示す。この結
果、世界で恒久運転停止した発電炉は１４１基である。イギリスでは２００３年に停止した�������	���
炉において燃料の取出しが始まっている。����の����の情報によれば、２０１１年に７基（中国
３、インド、パキスタン、ロシア及びイラン）の新規原発が運転開始され、世界の運転中の発電
所は４３５基となった。東京電力福島第一原子力発電所の１～４号機の廃止措置に関しては、第一
回政府・東電中長期対策会議（１２月２１日開催）で決定された「中長期ロードマップ」においてそ
の完了を３０～４０年後を目標としている。
　　表１　日本において運転年数が��年を超えた原子力発電所
　　表２　世界の原子力発電所廃止措置情報一覧（����年�月現在）

��������	
���������������������� !"#$%&

Biblis Ｂ炉

Biblis Ａ炉

�������	
����������

�������	
����������������������� !"#

廃止措置予定炉型電気出力
（万��）

運転開始
年月発電所名電力会社名

運転５０年を超えず廃止措置（リプレース）ＰＷＲ３４．０１９７０年１１月美浜１号機

関西電力
未定ＰＷＲ５０．０１９７２年７月美浜２号機
未定ＰＷＲ８２．６１９７６年１２月美浜３号機
未定ＰＷＲ７２．６１９７４年１１月高浜１号機
未定ＰＷＲ８２．６１９７５年１１月高浜２号機
未定ＢＷＲ４６．０１９７４年３月島根１号機中国電力
未定ＰＷＲ５５．９１９７５年１０月玄海１号機九州電力

運転４６年で廃止措置（リプレース）ＢＷＲ３５．７１９７０年３月敦賀１号機日本原電
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
４８
年

計
画
検
討
中

未
定

�
�
�

４０
８
�
�

１９
７７
�１
０
�０
６
～
１９
８９
�０
２
�２
５

ア
ル
メ
ニ
ア

－１
�

ア
ル
メ
ニ
ア

１
２０
１１
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１２
�
�

１９
６２
�１
０
�１
０
～
１９
８７
�０
６
�３
０

�
�
－３
�

ベ
ル
ギ
ー

２

未
定

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�１
０
�２
８
～
２０
０２
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－１

ブ
ル
ガ
リ
ア

３
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
０
～
２０
０２
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－２
４

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�２
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－３
５

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８２
�０
６
�２
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－４
６

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

２１
８
�
�

１９
６８
�０
９
�２
６
～
１９
８４
�０
５
�０
４

ダ
グ
ラ
ス
ポ
イ
ン
ト

カ
ナ
ダ

７
安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

２６
６
�
�

１９
７２
�０
５
�０
１
～
１９
７７
�０
６
�０
１

ジ
ェ
ン
テ
ィ
リ

－１
８

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

２０
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
８７
�０
８
�０
１

ロ
ル
フ
ト
ン
�
�
�
－２

９
２０
２７
年
以
前

解
体
計
画
作
成
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７２
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
５
�２
７

ビ
ュ
ジ
ェ
イ

－�
�

フ
ラ
ン
ス

１２
基

１０
２０
１９
年

圧
力
容
器
解
体
準
備

安
全
貯
蔵

�
�
�

３２
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
５
～
１９
９１
�１
０
�３
０

シ
ョ
ー
－
Ａ

１１
２０
２７
年

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８０
�
�

１９
６４
�０
２
�０
１
～
１９
７３
�０
４
�１
６

シ
ノ
ン
�
Ａ
１

１２
２０
２６
年

部
分
解
放
済（
ス
テ
ー
ジ
Ⅱ
）

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�０
２
�２
４
～
１９
８５
�０
６
�１
４

シ
ノ
ン
�
Ａ
２

１３
２０
３３
年

安
全
貯
蔵
中

�
�
�

４８
０
�
�

１９
６６
�０
８
�０
４
～
１９
９０
�０
６
�１
５

シ
ノ
ン
�
Ａ
３

１４

未
定

安
全
貯
蔵
中（
Ｃ
の
処
分
場
開
設
待
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

４３
�
�

１９
５９
�０
４
�２
２
～
１９
８０
�０
２
�０
２

マ
ル
ク
ー
ル

－Ｇ
２

１５
�
�
�

４３
�
�

１９
６０
�０
４
�０
４
～
１９
８４
�０
６
�２
０

マ
ル
ク
ー
ル

－Ｇ
３

１６
２０
１６
年

原
子
炉
解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

７５
�
�

１９
６８
�０
６
�０
１
～
１９
８５
�０
７
�３
１

モ
ン
ダ
レ
ー
�
�
４

１７
２０
３２
年

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
６９
�０
６
�０
１
～
１９
９０
�０
４
�１
８

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－Ａ
１

１８
２０
２８
年

�
�
�

５３
０
�
�

１９
７１
�１
１
�０
１
～
１９
９２
�０
５
�２
７

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－Ａ
２

１９
２０
２６
年

�
�処
理
継
続

即
時
解
体

�
�
�

１２
４１
�
�

１９
８６
�１
２
�０
１
～
１９
９８
�１
２
�３
１

ス
ー
パ
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２０
２０
２３
年

「
最
終
運
転
停
止
段
階
」で
燃
料
撤
去

即
時
解
体

�
�
�

１４
２
�
�

１９
７４
�０
７
�１
４
～
２０
１０
�０
２
�０
１

フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２１

２０
１２
年

解
体
中
、
サ
イ
ト
の
部
分
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�０
７
�０
２
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－１

ド
イ
ツ

２７
基

２２
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－２
２３

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７８
�０
５
�０
１
～
１９
９０
�０
２
�２
８

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－３
２４

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７９
�１
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�２
２

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－４
２５

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８９
�１
１
�０
１
～
１９
８９
�１
１
�２
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－５
２６

１９
９８
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２５
�
�

１９
７０
�０
７
�０
２
～
１９
７１
�０
４
�２
０

グ
ロ
ス
ヴ
ェ
ル
ツ
ハ
イ
ム
��
�
�
�

２７
２０
０６
年
完
了

設
備
・
機
器
の
解
体
撤
去（
建
家
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
２
～
１９
７７
�０
１
�１
３

グ
ン
ド
レ
ミ
ン
ゲ
ン
��
�
�
－�
�　

２８
２０
１３
年

設
備
・
設
備
の
解
体
撤
去
済

即
時
解
体

�
�
�
�

１５
�
�

１９
６９
�０
５
�０
９
～
１９
８８
�１
２
�３
１

�
�
�
実
験
炉

２９
未
定

解
体
作
業
は
完
了

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
�
�

１９
６２
�０
２
�０
１
～
１９
８５
�１
１
�２
５

カ
ー
ル
�
�
�

３０
２０
１３
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

２０
�
�

１９
７９
�０
３
�０
３
～
１９
９１
�０
８
�２
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
へ
�
�
�
－Ⅱ

３１
２０
１１
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�

５７
�
�

１９
６６
�１
２
�１
９
～
１９
８４
�０
５
�０
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
エ
�
�
�
�

３２
２０
１３
年
解
体
予
定

安
全
貯
蔵
中（
２０
１３
年
ま
で
の
２５
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
８
�
�

１９
６８
�１
０
�０
１
～
１９
７９
�０
１
�０
５

リ
ン
ゲ
ン（
�
�
�
）

３３
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１３
０２
�
�

１９
８７
�０
８
�０
１
～
１９
８８
�０
９
�０
９

ミ
ュ
ル
ハ
イ
ム
・
ケ
ー
ル
リ
ッ
ヒ

３４
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

１９
９５
年
完
了

解
体
及
び
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１０
６
�
�

１９
７３
�０
１
�０
１
～
１９
７４
�０
７
�２
１

ニ
ダ
ー
ア
イ
ヒ
バ
ッ
ハ（
�
�
�
�

ド
イ
ツ

２７
基

３５
２０
１２
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

７０
�
�

１９
６６
�１
０
�１
１
～
１９
９０
�０
６
�０
１

ラ
イ
ン
ス
ベ
ル
グ

３６
２０
１５
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
２
�
�

１９
７２
�０
５
�１
９
～
２０
０３
�１
１
�１
４

シ
ュ
タ
ー
デ

３７
未
定

安
全
貯
蔵
中（
２０
２７
年
ま
で
の
３０
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

３０
８
�
�

１９
８７
�０
６
�０
１
～
１９
８８
�０
４
�２
０

�
�
�
�
－３
００

３８
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
１
～
１９
９４
�０
８
�２
６

ヴ
ュ
ル
ガ
ッ
セ
ン

３９
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

３５
７
�
�

１９
６９
�０
３
�３
１
～
２０
０５
�０
５
�１
１

オ
ビ
リ
ッ
ヒ
ハ
イ
ム

４０
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１１
６７
�
�

１９
７４
�０
８
�２
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ビ
ブ
リ
ス
�

４１
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１２
４０
�
�

１９
７６
�０
４
�２
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ビ
ブ
リ
ス
�

４２
未
定

未
定

未
定

�
�
�

７７
１
�
�

１９
７６
�０
７
�１
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ブ
ル
ン
ス
ビ
ュ
ッ
テ
ル

４３
未
定

未
定

未
定

�
�
�

８７
８
�
�

１９
７７
�１
２
�０
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

イ
ザ
ー
ル
１

４４
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１３
４６
�
�

１９
８３
�０
９
�２
８
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ク
リ
ュ
ン
メ
ル

４５
未
定

未
定

未
定

�
�
�

７８
５
�
�

１９
７６
�０
６
�０
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ネ
ッ
カ
ー
ヴ
ェ
ス
ト
ハ
イ
ム
１

４６
未
定

未
定

未
定

�
�
�

８９
０
�
�

１９
７９
�０
５
�０
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
ベ
ル
グ
１

４７
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１３
４５
�
�

１９
７８
�０
９
�２
９
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ウ
ン
タ
ー
ヴ
ェ
ー
ザ
ー

４８
２０
１６
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８８
２
�
�

１９
８１
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

カ
オ
ル
ソ

イ
タ
リ
ア

４９
２０
１５
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
０
�
�

１９
６４
�０
６
�０
１
～
１９
８２
�０
３
�０
１

ガ
リ
グ
リ
ア
ー
ノ

５０
２０
２０
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

Ｇ
Ｃ
Ｒ

１６
０
�
�

１９
６４
�０
１
�０
１
～
１９
８７
�１
２
�０
１

ラ
テ
ィ
ー
ナ

５１
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２７
０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

ト
リ
ノ
・
ヴ
ェ
ル
チ
ェ
レ
ッ
セ

５２
１９
９６
年
完
了

建
物
解
体
撤
去
、
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１３
�
�

１９
６３
�１
０
�２
６
～
１９
７６
�０
３
�１
８

動
力
試
験
炉（
��
�
�
）

日
本

９
基

５３
２０
１７
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６６
�０
７
�２
５
～
１９
９８
�０
３
�３
１

東
海
発
電
所

５４
２０
２８
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１６
５
�
�

１９
７９
�０
３
�２
０
～
２０
０３
�０
３
�２
９

「
ふ
げ
ん
」

５５

２０
３６
年

解
体
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７６
�０
３
�１
７
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
１
号
機

５６
�
�
�

８４
０
�
�

１９
８７
�１
１
�２
９
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
２
号
機

５７
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

４６
０
�
�

１９
７０
�１
１
�１
７
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
１
号
機

５８
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７３
�１
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
２
号
機

５９
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７４
�１
０
�２
６
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
３
号
機

６０
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７８
�０
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
４
号
機

６１
２０
７５
年
頃

廃
止
措
置
計
画
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

９０
�
�

１９
７３
�０
７
�１
６
～
１９
９９
�０
４
�２
２

�
�
－３
５０

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

６２

未
定

運
転
停
止

未
定

�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８３
�１
２
�３
１
～
２０
０４
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ア
－１

リ
ト
ア
ニ
ア

６３
�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８７
�０
８
�２
０
～
２０
０９
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ナ
－２

６４
２０
４５
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
６９
�０
３
�２
６
～
１９
９７
�０
３
�２
６

ド
ー
テ
バ
ル
ト

オ
ラ
ン
ダ

６５

不
明

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
８
�
�

１９
６４
�０
４
�２
６
～
１９
８３
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－１

ロ
シ
ア

６６
�
�
�
�

１６
０
�
�

１９
６９
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－２
６７

不
明

安
全
貯
蔵
終
了
し
解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２１
０
�
�

１９
６４
�１
２
�３
１
～
１９
８４
�０
２
�１
６

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－１
６８

�
�
�

３６
５
�
�

１９
７０
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
８
�２
９

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－２
６９

不
明

燃
料
撤
去
後
博
物
館
化
さ
れ
た
。

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

６
�
�

１９
５４
�１
２
�０
１
～
２０
０２
�０
４
�２
９

オ
ブ
ニ
ン
ス
ク
�
�
�
－１

７０



－　３６　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
５７
年
頃

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１４
３
�
�

１９
７２
�１
２
�２
５
～
１９
７７
�０
２
�２
２

ボ
フ
ニ
チ
ェ
－�
１

ス
ロ
バ
キ
ア

７１

２０
６２
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８０
�０
４
�０
１
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ
－�
１
－１

７２
�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�０
１
～
２０
０８
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ
－�
１
－２

７３
２０
２８
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
７２
�０
５
�０
６
～
１９
８９
�１
０
�１
９

バ
ン
デ
ロ
ス
－１

ス
ペ
イ
ン

７４
不
明

廃
止
措
置
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１５
０
�
�

１９
６８
�０
７
�１
４
～
２０
０６
�０
４
�３
０

ホ
セ
・
カ
ブ
レ
ラ

－１
７５

２０
４０
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
�
�

１９
６４
�０
５
�０
１
～
１９
７４
�０
６
�０
２

オ
ゲ
ス
タ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

７６

２０
２０
年
頃
解
体
開
始

安
全
貯
蔵
中（
�
�
�
－２
処
分
場
開
設
待
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７５
�０
７
�０
１
～
１９
９９
�１
１
�３
０

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－１
７７

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７７
�０
３
�２
１
～
２０
０５
�０
５
�３
１

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－２
７８

１９
９４
年
完
了

安
全
貯
蔵
後
解
体
し
サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

６
�
�

１９
６８
�０
１
�２
９
～
１９
６９
�０
１
�２
１

ル
ー
セ
ン

ス
イ
ス

７９

解
体
、
敷
地
除
染
修
復

（
２０
４６
～
２０
６５
年
）

安
全
貯
蔵
中（
２０
４５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
７
～
１９
９６
�１
１
�３
０

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－１

ウ
ク
ラ
イ
ナ

８０
�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
８
～
１９
９１
�１
０
�１
１

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－２
８１

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８２
�０
８
�２
７
～
２０
００
�１
２
�１
５

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－３
８２

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８４
�０
３
�２
６
～
１９
８６
�０
４
�２
６

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－４
８３

２０
７４
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中（
２０
０６
年
～
２０
１３
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�０
６
�１
２
～
１９
８９
�０
３
�３
１

バ
ー
ク
レ
－１

イ
ギ
リ
ス

２８
基

８４
�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�１
０
�２
０
～
１９
８８
�１
０
�２
６

バ
ー
ク
レ
－２

８５
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中（
２０
０６
年
～
２０
１５
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�０
７
�０
１
～
２０
０２
�０
３
�３
１

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－１
８６

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�１
１
�１
２
～
２０
０２
�０
３
�３
０

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－２
８７

８０
年
の
安
全
貯
蔵
期
間

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中（
２０
０６
年
～
２０
２６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５６
�１
０
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１
．

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－１
８８

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�０
２
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－２
８９

�
�
�

６０
�
�

１９
５８
�０
５
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－３
９０

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
４
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－４
９１

６５
年
間（
２０
８１
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中（
１９
９５
年
～
２０
１６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
２
�０
５
～
１９
９０
�０
３
�３
０

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－Ａ
１

９２
�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�１
２
�３
１

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－Ａ
２

９３
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中（
２０
０４
年
～
２０
１４
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
３
�３
０
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－Ａ
１

９４
�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
５
�０
５
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－Ａ
２

９５
２０
１２
年
２
月
運
転
停
止

未
定

未
定

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６７
�１
１
�０
７
～
２０
１２
�０
２
�Ｅ

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
　
�
１

９６
未
定

未
定

未
定

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６８
�０
４
�０
６
～
２０
１１
�０
６
�３
０

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
　
�
２

９７
２０
８８
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中（
１９
９５
年
～
２０
１２
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
．６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
６

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－１
９８

�
�
�

２３
．６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
４

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－２
９９

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
３
�２
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－Ａ
１

１０
０

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
９
�１
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－Ａ
２

１０
１

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
０
�２
８
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス
－Ａ
１

１０
２

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
２
�３
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス
－Ａ
２

１０
３

２１
１６
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体
、
２１
２８
年
に
サ

イ
ト
解
放
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中（
２０
１１
　
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－１
１０
４

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－２
１０
５

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－３
１０
６
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－４

イ
ギ
リ
ス

２８
基

１０
７

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１４
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７７
�０
３
�０
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

１０
８

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
７６
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
３
�３
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

１０
９

２０
２８
年

解
体
中

解
体
へ
変
更

�
�
�

３６
�
�

１９
６３
�０
２
�０
１
～
１９
８１
�０
４
�０
３

ウ
イ
ン
ズ
ケ
ー
ル
��
�
�
�

１１
０

２０
４２
年
へ
変
更

解
体
中（
２０
１５
年
完
了
予
定
）

解
体
へ
変
更

�
�
�
�
�

１０
０
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
９
�１
１

ウ
イ
ン
フ
リ
ス
��
�
�
�
�

１１
１

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

７１
�
�

１９
６５
�１
１
�０
１
～
１９
９７
�０
８
�２
９

ビ
ッ
グ
ロ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

ア
メ
リ
カ

３０
基

１１
２

２０
１９
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
�
�

１９
５７
�１
０
�１
９
～
１９
６３
�１
２
�０
９

�
�
�バ
レ
シ
ト
ス

１１
３

２０
０９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１９
�
�

１９
６３
�１
２
�１
８
～
１９
６７
�０
１
�０
１

�
�
�
�

１１
４

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中（
２０
０７
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
７
�
�

１９
６０
�０
７
�０
４
～
１９
７８
�１
０
�３
１

ド
レ
ス
デ
ン

－１
１１
５

１９
７４
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２４
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
６８
�０
２
�０
１

エ
ル
ク
リ
バ
ー

１１
６

２０
１２
年
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６５
�
�

１９
６６
�０
８
�０
５
～
１９
７２
�０
９
�２
２

エ
ン
リ
コ
・
フ
ェ
ル
ミ

－１
１１
７

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９４
�０
９
�０
１

�
�
�
－Ⅱ

１１
８

７５
年
間
��
�
後
解
体

��
�（
繭
化
）方
式
の
安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

８６
０
�
�

１９
６６
�０
４
�０
１
～
１９
８８
�０
２
�０
１

ハ
ン
フ
ォ
ー
ド
Ｎ
原
子
炉

１１
９

１９
９７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�

３４
２
�
�

１９
７９
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�０
８
�２
９

フ
ォ
ー
ト
・
セ
ン
ト
・
ブ
レ
イ
ン

１２
０

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

６０
３
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９６
�１
２
�０
５

ハ
ダ
ム
ネ
ッ
ク（
�
・
�
）

１２
１

１９
６９
年
完
了

隔
離
中（
１０
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

８４
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６４
�０
９
�０
１

ハ
ー
ラ
ム

１２
２

２０
１５
年
完
了
予
定

解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６５
�
�

１９
６３
�０
８
�０
１
～
１９
７６
�０
７
�０
２

フ
ン
ボ
ル
ト
・
ベ
イ

－３
１２
３

２０
２６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中（
～
２０
１３
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２７
７
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７４
�１
０
�３
１

イ
ン
デ
ア
ン
・
ポ
イ
ン
ト

－１
１２
４

２０
２６
年
完
了
予
定

解
体
予
定

安
全
貯
蔵

�
�
�

５３
�
�

１９
６９
�１
１
�０
７
～
１９
８７
�０
４
�３
０

ラ
ク
ロ
ス

１２
５

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

９０
０
�
�

１９
７２
�１
２
�２
８
～
１９
９７
�０
８
�０
１

メ
イ
ン
ヤ
ン
キ
ー

１２
６

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６８
４
�
�

１９
７１
�０
３
�０
１
～
１９
９８
�０
７
�０
１

ミ
ル
ス
ト
ン

－１
１２
７

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

６６
�
�

１９
６６
�０
７
�０
２
～
１９
６７
�１
０
�０
１

パ
ス
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー

１２
８

２０
３４
年
以
降
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

４２
�
�

１９
６７
�０
６
�０
１
～
１９
７４
�１
１
�０
１

ピ
ー
チ
ボ
ト
ム

－１
１２
９

１９
６９
年
完
了

隔
離
中（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

１２
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６６
�０
１
�０
１

ピ
カ
ー

１３
０

１９
７０
年
完
了

隔
離
中（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

�
�
�

１８
�
�

１９
６５
�０
９
�０
１
～
１９
６８
�０
６
�０
１

プ
エ
ル
ト
リ
コ
　
ボ
ー
ナ
ス

１３
１

２０
０９
年
完
了

許
認
可
解
除（
建
物
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

９１
７
�
�

１９
７５
�０
４
�１
７
～
１９
８９
�０
６
�０
７

ラ
ン
チ
ョ
セ
コ

－１
１３
２

２０
３０
年
完
了
予
定

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

４５
６
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９２
�１
１
�３
０

サ
ン
オ
ノ
フ
レ

－１
１３
３

１９
８９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�１
２
�０
２
～
１９
８２
�１
０
�０
１

シ
ッ
ピ
ン
グ
ポ
ー
ト

１３
４

１９
９５
年
完
了

解
体
済

即
時
解
体

�
�
�

８８
０
�
�

運
転
開
始
し
な
い
で
閉
鎖

シ
ョ
ー
ハ
ム
�

１３
５

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中（
１
号
機
同
時
解
体
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

９５
９
�
�

１９
７８
�１
２
�３
０
～
１９
７９
�０
３
�２
８

ス
リ
ー
マ
イ
ル
ア
イ
ラ
ン
ド

－２
１３
６

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１１
５５
�
�

１９
７６
�０
５
�２
０
～
１９
９２
�１
１
�０
９

ト
ロ
ー
ジ
ャ
ン

１３
７

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放

即
時
解
体

�
�
�

１８
０
�
�

１９
６１
�０
７
�０
１
～
１９
９１
�１
０
�０
１

ヤ
ン
キ
ー
ロ
ー

１３
８

２０
２０
年
完
了
予
定

解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１０
８５
�
�

１９
７３
�１
２
�３
１
～
１９
９８
�０
２
�１
３

ザ
イ
オ
ン

－１
１３
９

�
�
�

１０
８５
�
�

１９
７３
�１
２
�３
１
～
１９
９８
�０
２
�１
３

ザ
イ
オ
ン

－２
１４
０

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

３
�
�

１９
６７
�０
３
�０
１
～
１９
７２
�０
５
�０
１

サ
ク
ス
ト
ン

１４
１
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　前報告から平成２３年１２月末までの外部機関委員会等への参加者は以下の通りである。

開催日時参加者氏名委員会等の名称外部機関名

１１月７日泉田　龍男放射性廃棄物処分国際基準分科会
（独）原子力安全基
盤機構（����）

１１月７日安念　外典廃止措置国際基準検討会
（独）原子力安全基
盤機構（����）

１１月１４日泉田　龍男放射性廃棄物国際基準検討会
（独）原子力安全基
盤機構（����）

１１月３０日榎戸　裕二第１８回廃止措置検討会
（独）原子力安全基
盤機構（����）

１２月１１日森　　久起環境回復検討会環境省

１２月１５日泉田　龍男
クリアランス・廃棄体濃度確認調査
委員会

（財）原子力安全技
術センター

１２月１９日室井　正行廃棄確認技術検討会
（独）原子力安全基
盤機構（����）

委員会等参加報告

総務部から

１．理事会の開催
（１）第７４回臨時理事会が平成２３年１２月２０日に当センターにおいて開催され、現行寄附行為

上の評議員の選任及び新公益法人への移行申請に伴う最初の評議員の選任方法及び選
定委員会運営規則並びに選定委員会委員の選出について、審議され原案どおり承認さ
れました。

２．人事異動
新任（１２月２０日付） 退任（１２月２０日付）
　鈴木　良典 　鈴木　元一
　（社団法人日本原子力産業協会　企画総務部長）

　窪山　明彦 　東海林幸夫　
　（独立行政法人日本原子力研究開発機構　総務部長）
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